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雇用契約における雇い主の「権限」

　　　一労働条件決定の政治経済学一

山 垣一 真 浩

はじめに

　なぜ経済学は現代の労働問題に有効な処方箋を与えることができないのだろう

か。過労死過労自殺を生みかねない恒常的残業と休日出勤を当てにした厳しい要

員計画，極限まで余裕時間が切り詰められたタクトタイム，結果もよくわからな

い主観的な人事査定，頻繁な応援，単身赴任となることもある転勤等々．これら

は労働条件の問題であり，経済活動に付随した問題である．にもかかわらず，経

済学者の多くはそれらに全く関心をもたないか，何か別の学問の課題だと考えて

きたようにみえる．一っの原因は，われわれが依拠する主流派経済理論が，そも

そもこうした問題を理解するようにできてはいないからであろう．それは労働条

件がどのように決定されると考えてきたのか．主流派経済学の雇用関係理論を批

判的に検討したうえで，労働問題の存在を把握しうる現実的で政治経済学的な理

解を対置するのが本稿の目的である．

　1節では伝統的なミクロ理論を検討する．それは労働という資源の所有者は労

働者だから労働供給量の決定は労働者に帰属すると主張する，だがそれは雇用関

係の実情に全然そぐわないことが指摘される．2節では雇用関係は雇い主が労働

者を指図する権限の関係だと主張したSimon（1951）を取り上げる』なるほどそ

れはもっともな主張だが，問題はなぜ雇用関係は権限関係をとるのかという説明

の仕方にある．彼は経済効率が制度選択を決定するという支配的理論の立場から，

権限関係の労使双方による「選択」を説明する，だがかかる双方合意の論理です

べてが片付くのならば，どうして労使の間に上のような諸問題が発生しているの
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か．3節では日独の労働時間決定の実例に照らしっつ，労働条件を左右する雇い

主の権限（経営権）の大きさは，サイモンが暗黙に想定する対等な労使関係のも

とでの双方合意の論理で決まるのではなく，経営権と労働権の対抗関係の結果と

して決まるものであること，だから経営権に注目することが，労働条件のあり方

すなわち労働問題を理解するための鍵であることが明らかにされる．

1　労働供給の自己決定モデルー価格理論とエージェンシー理論

　本節の課題は，雇用関係は雇い主が労働者を指図する権限の関係であることを

明かすことにある．

　伝統的な価格理論によれば，雇い主が貨幣の所有者であるのと同様に，労働者

は労働という資源の所有者である．対等な資源所有者である両者は互いに自分の

もちものを交換する．交換は自由な意志に基づくから，交換は必ず双方の状態を

改善する．以上のプロセスを労働者にっいていえば，彼は労働という資源の所有

者だから，労働供給量の決定権は労働者に帰属する（資源の処分権はその所有者

に帰属する）．っまり市場が決める賃金水準を所与として，自分の効用を最大に

するように労働時間を決定する．いわゆる　“古典派の第二公準”（ケインズ）で

ある．このとき労働供給曲線は，褒方湾曲皇をしているものと想定されている．

一定以上の所得水準では「所得効果」が「代替効果」を上回って，労働者は余暇

を選好するようになると考えられるからである．もし労働者が自発的に労働供給

を決められるのならば，供給曲線は後方湾曲形をとるという主張は信ずるに足る・

一方，雇い主はそのようにして労働者たちが決定した労働時間を所与として，利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け潤最大化問題を解いて労働需要量を決める。正確にいえば従業員数を決める・

一人当たりの労働時間はすでに与えられたものだから，雇い主が決められるのは

従業員の数である．かくて対等な資源所有者どうしがそれぞれ別個に効用・利潤

を最大化する関係として，価格理論は雇用関係を理解する．

　しかしこのモデルには明らかな弱点がある．個人の労働供給量には労働時間だ

けでなく，労働密度も関係する，っまり労働供給量は労働時間と労働密度の積で

ある．ところが上のモデルでは，労働密度をめぐる問題が完全に捨象されている．
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雇い主が従業員数ルを決めれば，企業を集約的に表現しているとされる生産関

数y＝∫（N）にしたがって，生産水準yが自動的に達成されるものと想定されて

いる。っまりその仕組みは「ブラックボックス」なのである．ところが実際は，

雇い主の佳事ほ徒案貞数方を決あただ1｝毒な経わらなぐ・．彼は市場からN人の

労働者たちを企業に連れてきて，企案あ中者疲らふら必妻な秀力永塗壱引き出き

ねばならない．この問題が価格理論では完全に捨象されているのである．

　これを金銭的インセンティブの付与によって解決しようとするのがエージェン

シー理論（プリンシパル＝エージェント・モデル，P＝Aモデル）である2）．価

格理論に2っの仮定を盛り込むとシンプルなP＝Aモデルが定式化できる．一っ

にP（雇い主）とA（労働者）とではリスク回避度が異なる，つまり後者の方が

高いという仮定，二つにAの努力水準に関して情報の非対称性が存在するとい

う仮定である．努力水準とは個人の労働供給量のことで，労働時間と労働密度の

積からなると定義する．要するにPはAの努力水準θを直接監視できないが労

働の成果gは観察できる．たとえばセールスマンなら売上高，生産労働者なら

生産物の数量というように．しかしgはθの不完全な代理指標でしかない．なぜ

ならσにはAにとって制御不可能な要因εの影響も反映しているからである3）．

Pは2とεを区別することができない．

　　　　　　　　　　　　　　σ＝9（θ，ε）

　もし情報の非対称性がない，つまり努力水準が両当事者にとって観察可能なら

ば，ただ次のような契約が交わされるだけでよい．「Aが努力水準ずを選択す

るかぎり，Pは定額報酬ガを支払う」と．問題はこの最適努力水準ゼはどの

ように決まるかということだが，このモデルによれば次のような「ゲームの手

順」を経て決まる．ゲーム理論は「賃金スケジュール」の設計権は貨幣所持者た

る雇い主に，「努力水準」の決定権は労働という資源の所有者たる労働者に，そ

れぞれ排他的に帰属していると主張する．そして両者は互いに相手の行動を予測

しながら，それぞれ自分の条件カードを提示しあう4）。こうした交渉プロセスの

結果としてゼは取引ふら生奇る莉益を最大化するように，っまり。ヤシニみ勧率

性基準に従って決まる．すなわち，ある努力水準に対応するPの期待利潤関数π
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（θ）（》0）と，その水準に対応するAの努力費用関数C（θ）（≦0）が互いに

知られており，その和π（θ）＋C（θ）が最大となるようにずが選択される．このπ

（¢）＋C（θ）は，取引の利益を意味する．こうしてゼが選択されたのち，分配変

数ω＊は取引の利益を両者の間で分割するようなある値に決定される．その分割

比率は両当事者の相対的希少性や，交渉力に従って決まる．いずれの分割比率に

なろうとも，合意が成立すれば，契約は両当事者にとって有利となる．だから分

配変数の決定問題は努力水準の決定問題に比べ二義的な問題だと，一般に契約理

論では考えられている．この点は次節で詳しく言及する．

　次にこのモデルにとってメインの，努力水準がPにとって観察可能でない場

合を考える．このときもしAがリスク回避的でないならば，問題は簡単である，

ただgに賃率を乗じただけの完全出来高給にするだけで効率性が達成されるか

らである，しかし，Aがリスク回避的ならば完全出来高給は効率的でない．な

ぜならAが背負うεの変動リスクが新たに費用化するからである．かといって

完全固定給にすると今度はAをリスクから守れる一方で，努力インセンティブ

を失わせてしまうのでやはり効率的でない，そこでこの間のバランスをとった効

率的な出来高給タイプの契約を工夫して設計することが，P＝Aモデルー般の課

題となるわけである．

　ここでそのヴァリエーションにいちいち立ち入るには及ばない．要するにP＝

Aモデルの真髄は，出来高的な賃金制度の設計を通してAの努力水準を間接的

にコントロールすることにある．間接的にといった意味は，あくまでも努力水準

の決定権は労働者に帰属しているからである．雇い主の監視の届かないところで，

先の価格理論と同様，労働者が効用最大化問題を解いて努力水準をおのれで決定

　　　　　5）するのである．

　だが労働問題に関心をもっわれわれの立場からいうと，努力水準の決定がほん

とうに効用最大化の結果として，っまり労働者個人の意志によって決まっている

のなら，労働問題など起こりうるはずはない．例えば労働時間問題など存在しな

いだろう．残業は労働者が自発的に選択したものにすぎないからである．労働ス

トレスなんかも生じないだろう，彼は労働を自分でコントロールしセーブするこ

530



雇用契約における雇い主の「権限」 （21）

とができるからである，だから過労死なんかも存在しないだろう．もし労働者が

自分の労働を自由にコントロールすることができるなら，いかなる労働問題も発

生しようがないように思われる．秀力永率ゐ決定1鮎まんとら1と労画者1と帰膚し乏

いるのか．

　P＝Aモデルには三っの難点がある．第一に，労働者が単純に金銭的動機に支

配されて行動するものと仮定していることである．だがすでにみたように，彼ら

は後方湾曲型の労働供給曲線を持っていると考えられる．つまり労働者は必ずし

も金銭的動機だけでは動かないのである．この場合出来高給制度ゐ喰鼻な萌らふ

で，労働者に努力水準の決定を任せておけば，彼は一定程度のところで努力を

セーブしてしまうため，経営者は利潤を失うどころか損害を蒙ることにさえなり

かねない．経営活動に必要な労働量すら得られない恐れがあるからである．かく

てPニAモデルが描くような出来高給の設計だけでは，労働者を十分にコント

ロールすることができないのは明らかである．

　そこで第二に，雇用関係を情報の非対称性の関係，つまり雇い主が労働者の働

きぶりを監視しない関係，として捉えることへの疑問が生じてくる．ここで「不

完備契約論」の立場から（Hart（1995）），P＝Aモデルでは企業の境界が区別で

きない，っまり企業の内と外の仕組みの違いを区別することに失敗しているとい

う批判が投ぜられていることに注目したい．事実PニAモデルは企業内雇用関係

の分析に利用されているだけでなく，独立企業間の部品取引関係の分析にも利用

されている．これはむしろP篇Aモデルが企業の内と外の仕組みの違いを捉え切

れていない証拠，企業内部の仕組みを理解できていない証拠だというのである

（20頁），

　では原因はどこにあるのか．順序があべこべになるが，ハートの主張を紹介す

る前に指摘しておきたいのは，このモデルでは，情報の非対称性を強調するあま

り，組織の内部と外部における情報の得やすさの違いがずいぶん軽視されている

ようにみえることである，しかし告座藍書ほ，明ら万〉1と組嶽内部4〉1まうぷしわず

い　（Marglin（1974）），監督の容易さは組織の重要な特質である　（工場制と問屋

制家内工業とを比較せよ）．っまり宿報あ非苅称産を彊調しずぎると，緬嶽内外
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あ直痢あ失敗に杢らわずぐ・。だからそれよりは，むしろ市場取引を組織内部に統

合することによって藍替が容易になり，情報の非対称性が大幅に改善されるとい

う視点から，企業内雇用関係を捉え直すことが重要であろう．かくて情報の非対

称性は，雇用関係を考えるときには，むしろ捨象したほうがよい6）．じじっ会社

は従業員の情報をかなり細かくっかんでいると思われる，するとP＝Aモデルに

よれば前述のとおり，なすべき労働の決定は二人の間でゲニムあ羊蹟を通して決

まるのだった．

　しかしハートは，この考え方を強く批判する。第三の難点は，契約に要する費

用が無視されていることである。このモデルが要請するような契約を，ゲームの

手順に従って実際に結ぼうとしたら多大な費用がかかるだろうというのである。

もう一度前述の惜報あ非対称性がなC・を二象を想起してほしい．そこでは無費用

で将来の最適努力水準ゼが発見され，2〃＊の交渉が直ちに合意に達し，それら

の内容が無費用で記述されうるものと理解されている．これは変化する将来環境

を考えればまったく非現実的だというのがハートの意見である．なぜならその場

合には，両当事者が将来に起こりうるすべての事態を予測した上で合意に達し，

合意内容を正確に記述しなければならないからである．かくてハートは，P＝A

モデルは将来にわたる幅広く包括的な（comprehensive）記述が可能なことを

前提した完備契約論だと批判し　（22頁），現実の雇用契約はもっと曖昧な不完備

契約であり，雇い主の権力（power）で労働者のなすべきことが決定される権限

の関係だと主張した．

　っまり，企業ヒエラルキーの内部では，労働の決定権は基本的に雇い主にある．

彼は労鋤者を指國し監書ずお潅喰（authority，power）をもっており，後者は

それに従う．上司による指図と監督，それが企業内雇用関係の重要な仕組みなの

である。だから労働者がなすべき努力水準は，各個人が効用最大化問題を解いて

自発能動的に決めているというより，むしろ上司の指図によって他律受動的に決

まってくる．一般に上司の指図には，どこで，何を，どれだけ，どのように，い

つまでに，なすべきかが含まれていなければならない，勤務地，仕事の種類，量，

手段7），期限である．労働者は上司の指図を期限内にやり遂げることが前提され
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ている8）．指図に従わないと，彼は何らかの懲戒処分を受けるのである。むろん

上司の指図できる範囲には限度があり，社会によっても違うが，資本主義国なら

どこの国でもある程度の大きさはある．もし上司の指図が，1日の所定労働時間

だけでは，たとえば1ヶ月という期限以内に終わらない程度の量と見込まれたら，

不幸にも部下は残業せざるをえないのである。だから残業は労働者の「選択」の

結果として行われるものだと考えてはいけない．それは真の選択とはいえぬ．こ

れは自動車コンベヤーライン労働者でも，自動車セールスマンでも，あるいは銀

行員でも全く同じである．ただ協業の程度が相対的に緊密なコンベヤーライン労

働者でははっきりと残業命令が上司から出されるのに対して，ホワイトカラーで

は明示的な残業命令は出ないかもしれないという違いがあるが，この違いは表面

的に過ぎない．どちらも上司の指図が背景にあるという本質は変わらない．

　かくて第一に，労働者が努力水準を自分でコントロールすることができるのは，

せいぜい上司から与えられたノルマを果たし切った後のことに限られる，といっ

てよいことである．経済理論は，労働という資源の所有者は労働者だから9），労

働の決定は労働者自身が行うものだと決め込んでいるところがあるが，企業の内

部では，労働は売り手ではなく買い手の指図によって決まる、っまり上司の意志

によって決まる．現実の経営は，経済理論家が考えるほどヤワではないというべ

きか．

　第二に，労働問題というのは雇い主の権限の範囲・大きさと関連がありそうだ．

雇い主の権限が「過大」だと部下の労働時間は長くなったり，単身赴任を強いら

れたりすることになる．また人事考課の領域が「過大」だと，労働者の性別や組

合活動といったものまでもが給料や昇進に影響してくることになりかねない。

　かくてわれわれは権限関係に注目しなければならない．

2　効率性基準に基づく権限関係の選択モデル　　　「比較制度的方法」の検討

　ハートらに先立って雇用関係は権限関係だと主張したのが後にノーベル賞をと

るロナルド・コースとハーバート・A・サイモンであった．コースは「市場が機

能するには，なんらかの費用が存在する．そして組織を形成し，資源の指示監督
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を，ある権限をもっ人（「企業家」）に与えることによって，市場利用の費用をな

にほどか節約することができる」として，「市場」と「企業」は比較・代替可能

な二っの資源配分のルートであると主張した（Coase（1937），訳45頁），一方サ

イモンはコースを全く引用せずに，これと実質的に同じアイデアを「雇用関係の

定式的理論」というこれまた著名な論文において，より厳密な形で定式化した

（Simon（1951））．本節の課題は後者の内在的検討を通して，新古典派「権限」

　　　　　　　　　　　　　　　10）理論の含意を明らかにすることにある

　サイモンによれば契約には「雇用契約」と「販売契約」の二種類があり，前者

は「販売契約一価格理論の通常の公式において仮定されているような契約一
　　　　　　　　　　　　　　　ワ　　　カ　　　　　　　　　　　　ボ　ス
とは根本的に異なって」おり，「W〔労働者〕がB〔上司〕の権限（authority）

を受け入れることに同意し，BがWに対し所定の賃金（ω）を支払うことに同

意する」契約である（294頁u））．販売契約とは，契約時に商品の質，量，価格

いずれも完全に特定する契約である．だから完備契約である．これに対し雇用契

約は報酬ωと権限の範囲Xしか決めないで，Wのなすべきことまでは具体的に

特定しないから不完備契約である．「権限」とは，Wの行動芳をBが指図できる

ことをいう．例えばxは，手紙をタイプせよとか，煉瓦積みをせよ，などである．

但し前述のように，指図にはその他にどれだけの量，どのような手段，いっまで

という期限，どこの場所でといった情報も含まれていなければならないだろう．

またBの指図できる範囲には限度がある．これを権限の範囲とか大きさと呼び，

Xで表す｛％∈X｝．雇用契約においてWはBの指図に従うことが前提されてい

る．以上のサイモンの指摘は首肯しうるものであり，これに対して労働供給を自

己決定する前節の議論はいずれも販売契約の枠組みを脱していないのである．

　しかし問題は，なぜ雇用関係は権限関係をとるのか，ということについてのサ

イモンの説明にある．およそ半世紀前にもかかわらず，すでにサイモンは現代の

新制度派経済学を特徴づける「比較制度的方法」と同じ方法によっ．てこれを説明

しようとする．これは土らゑ主あ制度夜替案を仮読蝕と設定し，六シニ孟勧率性

あ基塗1と徒ら七二らの選択肢iと薮ら迷む方法である．

　っまりサイモンは，販売契約と雇用契約は二っの制度的代替案であり，互換的
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な選択肢の関係にあるとまず主張する．すなわち，

「われわれが知るように，われわれの社会では買い手が特定のサービスを入手す

るときには販売契約によって，ときには雇用契約によってである。私が新しいコ

ンクリート歩道を必要としているならば，私はその歩道自体を入手するための契

約をしてもよいし，私のためにそれをっくってくれる1人の労働者を雇ってもよ

いのである」（294頁）．

　つまり販売契約と雇用契約は当事者が自由に選べる関係にあるという．（もっ

ともこの主張はあまり説得的でない．なぜなら上の引用はもっぱら買い手の立場

から述べたものにすぎず，労働者にとっても自由な選択関係にあるのか，サイモ

ンは明らかにしていないからである．しかし今はこの点に深入りしない）

　すると次に問題となるのは制度選択の判定基準である．これはパレート効率性

基準で決まるというのが彼の主張である．言い換えれば，利害関係者間の分配問

鹿は制度濯択に影響を与えない，与えても二義的なものということである．これ

はサイモンを理解する上でも，また今日の新制度派経済学を理解する上でも，き

わめて重要なところであり，その理由は次のように説明されている．サイモンの

説明はきわめて抽象的数学的なので，筆者の責任において数式の意味するところ

を，現代使われるタームをもって敷術しっっ説明する．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）　BとWの効用関数が次のように表せるものとする

　　　　　　　　．8：　U1＝F1（κ）一ω　（収入一賃金）

　　　　　　　　W：U2＝F2（x）＋ω（賃金一努力費用）

ここでU1，U2はそれぞれBとWの効用であり，F1（劣）は芳に対応してBが得

る収入，F2（π）は冗に対応するWの努力費用である（F1（％）≧0，F2（エ）≦0）．

このとき関数丁（κ，ω）を次のように両当事者の効用和として定義すると，

　　　　　　　　T（コ‘，ω）＝U1十U2＝F1（劣）十F2（劣）＝T（コ‘）

ここで分配変数ωが消去され，ズのみに依存する関数丁（％）となることに注意

しよう．この効用和関数は，取引から生ずる利益を意味する．たとえばある指図
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冗において，たとえBにとっての収入が大でも，Wにとっての努力費用も大で

ある場合は，全体としての取引の利益はあまり大きくないかもしれない．他方，

Bにとっての収入が小でも，Wの努力費用も小ならば全体としての取引の利益

は結構大きいかもしれない．このときサイモンによれば，T（π）を最大化するよ

うな制度的仕組みが両当事者によって選択されるはずだという．なぜならT（％）

を最大にする点｛冗，ω｝の集合がパレート効率的であることが，比較的簡単に証

明されるからである．っまり（1）T（劣）を最大化したならば，それをパレート

支配する別の資源配分は存在しないこと，（2）もしある資源配分がT（芳）を最

大化していないならば，それをパレート支配する別の資源配分が存在すること，

この二つが証明されるのである（297頁）．かくて効用和を最大化するよ灸な制度

選択は効率的である．そして（3）効用和の計算においてωが消去されてしま

うことから明らかなように，効率性は分配変数ωから独立している．かくてサ

イモンは，制度選択はパレート効率性を基準として決まるというのは「定理」だ

　　　13）と述べた　．つまり所得分配のあり方は制度選択に影響を与えない．いいかえれ

ば，どちらか一方の当事者の利害動機で制度は決まっていない．あくまで双方の

利益の和を基準として決まっている．これがこの「定理」の含意である．かかる

制度観は今日の新制度派経済学に継承された．前節のP二Aモデルがその一例で，

最適な契約制度の選択は効率性によって決まり，分配問題から独立していると考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）えられていた．それはいまサイモンが証明した根拠によってそうなのである

　そこでサイモンに残された課題は，販売契約と雇用契約それぞれの効用和の大

小を比較することである．値の大きいほうが選択されるはずである．結論を先取

りすれば，「価格理論」では捨象されていた，将来に対する不確実性の程度が鍵

になる．

　まず，不確実性が存在しない場合から考えよう．いま明らかにされた理由から，

販売契約では契約交渉において両者の効用和を最大にするようなκが合意によっ

て選択されるはずである．したがって販売契約は，次のごとき先に関する最大化

問題に帰着する．

　　　　　　　　　　　maxエT（％）；F1（κ）＋F2（κ）
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この解をずと書くことにしよう．明らかに，ωの値に関係なく，っねに販売契

約ではパレート最適な資源配分が成立する．

　他方，雇用契約においては必ずしもパレート最適なx＊が選択されるとは限ら

ない．なぜなら販売契約とは違って雇用契約では雇い主の専決によってκが決定

されるわけだが，彼には両者の効用和を最大にするようなκを選択する動機がな

いからである，代わりに彼は，ある与えられた権限の範囲Xの中から，ただ自

分の収益F1（x）を最大にするようなκを選択するだろう．つまり彼はmax。、悩Fl

（κ）を選択する．この解エmは一般にはパレート最適なズとは一致しない．

　したがって不確実性が存在しないケースなら，っねに販売契約のほうが雇用契

約よりも有利であることがわかる．なぜならFKπ＊）＋F2（％＊）》F1（劣m）＋F2（塩）

となるのは明らかだからである．塩は両者の効用和を最大化していない．では

不確実性をモデルに導入すると，この関係は逆転するのだろうか．

　そこで不確実性を考慮に入れた場合を考える．すると今度は，契約交渉時点で

は各要素冗に対応するF1，F2は確率変数となりその値は確定できなくなるので，

期待値を考えることになる，予めπを決めておかねばならない販売契約では効用

和の期待値E［T（π）］の最大化が問題となる。

　　　　　　　　　maxエE［T（κ）］＝E［F1（π）十F2（エ）］

この解をずと表そう．

　一方，雇用契約においてはFl（劣）のみを最大にするような冗mが集合Xの中

から雇い主によって選択されるのだった．但し販売契約と比較するためには・両

当事者の効用和を計算する必要がある．これをTxと表そう．

　　　　　　　　　　　TxニE［F1（κm）十F2（κm）］

　課題がT、とE［T（ガ）］の大小比較，っまりT、一E［T（ズ）］の符号の判定

にあるのは明らかである，あとは計算問題になるが，サイモンは不確実性が大き

いとき（つまり確率変数Fl（κ）の標準偏差が大きいとき），その符号が正となる

ことを証明し，この利益を「決定遅延の利益」と呼んだ15）。前にみたように雇用

契約それ自体は効用和の最大化原理に従ってπが選択されないのだが，将来の不

確実性の程度が高いときには結果的に，その効用和は販売契約でのそれよりも高
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くなるのである．なぜなら，予めxを決めてしまう販売契約か柔軟性に欠くから

である．これに対し，雇用契約では周囲の状況が確実に判明するまで雇い主がx

の決定を延期することができる．この結果として，雇用契約のほうが効用和が大

きくなるのである．かくて不確実性の程度が高いときには，雇用契約が販売契約

をパレート支配し，権限関係のほうが「両当事者にとって有利」（296頁）つまり

労働者にとっても有利である，だから雇用関係では権限関係が，雇い主の動機で

はなくあくまで双方の動機によって「選択」されるのだとサイモンは結論した．

　さてこれまでは雇い主の権限の範囲Xは全く与えられたものとして議論して

きた．しかしこれこそ雇用関係において一番問題になるところである．なぜなら

権限の範囲は企業収益と労働条件の両方にまともに関係してくる問題だからであ

る．言い換えれば労働条件な虐ぐ・主ゐ潅喰あ範囲1と夫きぐ左右きれる．サイモン

によれば，これを決あるあも効率倥基章七ある．っまり彼が数式を使って説明す

るところを言葉で表現すれば，権限の範囲を拡大することによって予想される労

働者の努力費用の増加分よりも，予想される決定遅延の利益の増加分のほうが大

きいかぎり，権限の範囲を拡大するほうが両者の効用和（雇い主の得る利益と労

働者の払う努力費用の純和）は増大する。よって雇い主の権限の範囲も効率性基

準に従って選択するのが「両当事者にとって有利」である．だから，そのように

決定されるはずである，とサイモンは主張した（299，303頁），

　かくてサイモンは，制度選択はもっぱらパレート効率性基準に従って決まると

いう学説の必然的結果として，雇用関係をもっぱら効用和を最大化する互恵的関

係として描写していることがわかるのである．雇い主の権限の範囲ももっぱら効

率性基準にしたがって制度選択されるので，労働者が著しい負担を蒙るようなこ

とはありえないだろう．なぜならパレート最適の原理では，その定義から明白な

ように，労働者を犠牲にして雇い主が利益をあげるようなことは想定されていな

いからである．かくて権限関係を前提したにもかかわらず，制度選択の効率性決

定説に立ったサイモンのモデルでは，前節の議論と同様，労働問題が発生する余

地は微塵もないのである．

　しかし・まだ一っの疑問が残っている，それは，決定遅延の利益の分配の仕組

538



雇用契約における雇い主の「権限」 （29）

みに関することである。この議論のエッセンスは権限関係を「選択」することが

結局労働者にとっても有利になるということを「証明」したことにあったわけだ

が，ではどういう経路でその利益が労働者にも分配されるとサイモンは考えてい

たのだろうか．

　これに関してサイモンは，販売契約と雇用契約は目由な選択肢の関係にあるこ

とから，労働者は十分な償いを受けるときに限って雇用契約を結ぼうとする，と

述べている。つまり，

「Wは次の場合にかぎってだけBとの雇用契約を進んで結ぼうとするだろう．

すなわち，Bがいかなるx（同意された受容領域の範囲内で）を選ぼうと，W

にとっては“たいしたこと”ではない場合，あるいはWの欲していないxを

Bが選ぶ（つまり，BがWに不快な仕事を課すること）可能性があるとして

も何らかの方法でその償いがWに対してなされる場合にかぎってである」

（295頁）．

　引用の前半すなわちどんな内容の命令がなされても「Wにとっては“たいし

たこと”ではない場合」，Wにとって雇用契約を拒否する理由がないのは当たり

前のことである．興味あるのは後半部分，「BがWに不快な仕事を課する……可

能性がある」場合のほうである．このとき何らかの方法で「償いがWに対して

なされる場合にかぎって」Wは雇用契約を結ぼうとする，と言われていること

に注意されたい．十分な償いがなされないならば，労働者は指揮権限を譲渡する

必要はない，というのである．かくて指毒権喰そあもあが自由な売ら實ず・あ対象

なのだということ，これがサイモンの権限モデルを理解するうえでの決定的なポ

イントである．販売契約と雇用契約は自由な選択肢の関係にあるので，労働者に

は指揮権限を売るかどうかの決定権がある．だから雇い主は十分な償いをすると

きにかぎって指揮権限を入手することができる，すなわち指揮権限を買い取るの

である．こうして労働者との間で決定遅延の利益が分割される．これがモデルの

構造である．
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　権限の範囲に関する議論についても同様である．それは，権限の範囲を拡大す

ることによって予想される労働者の努力費用の増加分よりも，予想される決定遅

延の利益の増加分のほうが大きいかぎり，権限の範囲を拡大するほうが両者の効

用和は増大する，というものだった．このとき「ωを適切に調整することに

よって，両者の期待満足を増大することができよう」（299頁）．これは具体的に

雇い主が労働者に権限拡大の代償を支払わねばならないことをいっているのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　16）り，労働者からの買い取りを意味している

　要するにサイモン「権限論」の要点は，指揮権限を“商品化”あるいは“内部

化”することによって一約十年後にCoase（1960）が工場煤煙の排出権にっい

て行ったように一価格理論なじみの対等な資源所有者どうしの純粋な交換関係

ゐ枠組みに，見事に還元したことにある．販売契約と雇用契約は目由な選択肢の

関係にあるという仮定によって，労働者には指揮権限の販売に関する自由な選択

権がある．したがって「償いがWに対してなされる場合にかぎって」労働者は

指揮権限の販売を選択する．っまり，雇い主が貨幣の所有者であるのと同様に，

労働者は「権限商品」の所有者である。両者は，互いに自分のもちものどうしを

交換する．交換は自由な意志に基づくから，労働者は自分が受容できる範囲の指

揮権しか譲渡しない．この自由な「権限商品」のバーター取引の結果として，雇

い主の権限はパレート最適な，両者の効用和が最大になる大きさに決まる．それ

は決して雇い主の一方的な利潤動機から決まっているのではない．これがサイモ

ン権限論のメッセージである．ここは権限関係の世界の中ながら，やはり労働問

題は存在しない世界である．

3　雇用契約の非対等性　　労働条件決定の政治経済学的アプローチ

　しかし，「償いがWに対してなされる場合にかぎって」労働者は雇い主の指

図を受け入れるというサイモンの主張は，労働者の雇い主に対する発言力を過大

に評価するものであり，現実に照らして支持できるものではない．なぜなら周知

のように，労働者は償いが割に合わぬと感じたからといって上司の指図を簡単に

拒否できるものではないからである．現実には雇い主が不快な指図を課してきた
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とき，労働側がそれを受け入れるか否かは，集団的な意味での労使の力関係に

よって決まる．同じくその代償の大きさにっいても労使の力関係に左右される，

以下で明かされるように，経営側の発言力が相対的に強ければ，彼の権限は肥大

化する一方で，労働者への代償は低く抑制される．っまり努力負担に見合うだけ

の代償が十分に支払われない場合もある．だから雇用関係は決してサイモンが描

いたような対等で効率的な交換関係一労働者は必ず努力費用に見合う代償を受

け取る　　に還元することはできない．それは交換関係には違いないが，2っの

権利の対抗関係でもある．労働力商品の買い手たる雇い主は，最小限の代償で，

できるだけ多くの努力を労働者が発揮すべきことを主張する．たとえば長時間の

労働に従事するよう主張する．他方労働力商品の売り手は体力・精神力の消耗を

回復可能な限度に抑制しなくてはならないので，残業時間のルール化を要求する．

どちらも商品交換の法則を盾にとって，自分の権利を主張する．っまり商品交換

の法則からは労働時間の適切なルールは出てこない．だが「同等な権利と権利と

　　　　　　　　　　　　　17）のあいだでは力がことを決する」，雇い主の権限（経営権限）の大きさは，か

かる同等な2っの権利すなわち経営権と労働権の対抗関係の結果として決まる．

　この結論を経営者が残業を要請するというきわめて日常的なケースをとって確

認しよう．日独比較によって，われわれの主張が浮き彫りになるだろう．労働コ

ストには社会保険費，養成費などの固定費が存在するので，一般に経営者は要員

を1人増やすよりは，既存の労働者たちにより多く働いてもらうことの方を好む．

その手段の一っが残業の要請である。上司から残業の指図があった場合，あるい

は残業するより仕方ないだけの作業量の指図があった場合，前述のように労働者

個人がそれを拒否する状況は想定しがたい．労働者は負担の軽減を上司と交渉す

ることはできるかもしれないが，聞き入れられるかどうかさえもっぱら上司の権

限に属する．しかし，労働者集団をとれば，労働保護立法あるいは労働協約の締

結等によって，経営者の残業指令の権限に一定の枠をはめることは制度的に可能

である．そこでまず日本の残業規制についていうと，経営者のフリー・ハンド状

態といって大過ない状況なのである．というのは，三六協定は労働基準法の定め

る労働時間規制を事業場単位で緩和するが，協定で定められた1日あたりの所定
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監8）外労働時間の限度は1998年製造業平均6時間27分，全産業平均6時間37分と　，

残業規制の実質を果たしていないからである．これに対してドイッでは，「労働

時間法」によって1日の労働時間の限度が最高10時間，さらに1日8時間を超え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファウる日は原則として年間30日に限定されている（西谷（1992），80頁）．さらにV
ヴェ　

W社のように，事業所レベルの「従業員代表委員会」が，約1週間前に残業の

提案をさせる約束を経営側に取り付けている例さえみられる．他方，日本のトヨ

タでは，定時少し前になってはじめて当日の残業時間が掲示され，労働組合の同

意もいらない19）．かかる残業規制の違いが，年間百数十時間にも及ぶ日独の残業

　　　　　　　　　　　　　　　20）時間格差を生んでいるのは間違いない

　しかし，いくらそうでもしかるべき代償が支払われているのならば，サイモン

のバーター説にはなお説得力があるかもしれない，そこで代償に目を転ずると，

まず日本の法定割増率は25％である．これは労働協約によって引き上げることが

できるが，協約をもっ組合は56．2％（1996年）と半数強にとどまり，結果的にわ

が国の平均割増率は製造業28．7％，全産業28，2％（2001年）と成果はあまり大き

くない21）．これは他の先進国を下回る水準なのであり，ドイッでは法定割増率こ

そ日本と同じ25％だが，通常，州の同種の産業を包括する労働協約において週10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）時間超で50％の割増率を獲得しているのである　．さらに日本の「サービス残

業」問題にも言及しておかねばならないだろう．これは労働時間の「自己申告

制」23）が経営者の権限によって採用されていることと深い関連がある．この過少

申告を促す制度によって折角の残業努力もタダ働きと化す場合が少なくない．こ

の分の人件費は企業の所得となる．ここにはパレート効率性を公理とする議論で

はありえないはずの，労働者が会社のために犠牲になっている事実が厳然として

存在する．

　要するに，以上の事例検討から明らかになったのは，日本のほうが残業時間が

長いのに，っまり経営者の指揮権限は大きいのに，その代償は低い，という事実

である，つまりドイッとの比較において経営側に相当に有利な制度ができている．

これはどう説明されるのか以）．サイモンのバーター説にしたがえば，長時間残業

の日本のほうが割増率は高くなくてはならないはずである．なぜなら残業が長時
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間化するにつれて努力負担の限界不効用は逓増するので，それを償う割増率は高

くなっていなければならないからである．ところが事実はそれと逆だった．日本

のほうが残業時間が長く，割増率も低かったのである．なおもサイモン説でこの

事実を説明しようとすれば，もはや日本人とドイッ人の間には効用関数の形状に

違いがあると仮定せざるをえない．っまり日本人は長時間労働を苦にしない民族

である，というような受け入れ難い仮定をおかずには説明できないのである．サ

イモンの対等な雇用関係説；労働条件パレート効率決定説は，現実の説明力に欠

く．

　果たしてその原因は，サイモンが労働者を“権限商品”の所有者に擬制し，雇

用契約を2人の資源所有者どうしの対等なバーター関係に還元してしまったこと，

これにある．権限拡大の見返りがきちんと支払われるときに限って権限は拡大さ

れるという彼の想定は，対等なバーター契約関係を前提するからこそいえる．と

ころが，現実はそうなっていない，なぜなら労使の関係は必ずしも対等ではない

からである．日本で残業時間が長くその見返りが小さいのは，日本の経営側優位

の労使関係の反映である，これに対してドイツの場合は，労働側の力が日本に比

べて強い．おそらくその理由は，ドイッでは団体交渉の当事者となって横断的な

労働協約を締結する産業別労働組合や，企業レベルにおける監査役選出制度，事

業所レベルにおける従業員代表委員会など，重層的経営参加制度が保証されてい

る上に25），政権担当能力のある労働者政党が存在するからだろう。一方日本では

周知のとおり，企業内労働組合の経営からの独立性を疑問視する見解は多く26），

また政権担当能力のある労働者政党をつくるにも至っていない，かかる労使関係

構造の違いが日独の労働側交渉力の違いに反映し，上にみたような残業制度の違

いとなって現れているとみるのが妥当である．つまり労使の力関係で，労働力の

利用のあり方とその報酬のあり方，つまり労働条件は決まるのである．片や1時

間当たり25％の割増率で買い手が労働サービスを大量に調達できる社会もあれば，

50％の割増率を支払っても多くは調達できない社会もある．明らかに前者の方が

経営側にとっそ右莉な分庄とな畜．だから雇用契約は決して，対等なバーター関

係，パレート効率歯な蘭由とな遼完七きなC・．それは同等な2っの権利，経営権
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対労働権の攻めぎ合いの関係である．ここには力関係の優劣が存在し，優位な側

がルールの制定者となる．だからルールには優位者の利害動機が反映する．日本

では経営側が優位である．だから残業規制が緩く，代償も低い制度になっている．

このように理解するのが妥当である．っまり制度選択は分配問題から独立してパ

レート効率性を基準として決まるという通説的見解は支持しがたい．労使の力関

係に優劣がある場合，雇い主は労働者の効用や所得を犠牲にし，自己に有利な分

配を導く制度を設定することができるからである．労働時間の「自己申告制」を

なぜ経営者が好んで選択するか，それはサービス残業が動機だったのである。

4　結び

　最後にサイモンの権限論を，マルクスのそれと比較するのは有益だろう．前者

では，労勘者な産由喫滴と飯売喫滴‘とらじ・セあ自由な選決潅をもっという前提が

おかれており，だから「償いがWに対してなされる場合にかぎって」労働者は

雇い主の権限を受け入れる，よって潅葭蘭疎1ま労使政方あ合意1とあみその根拠が

あおというロジックだった．ここでまず問題になるのは，果たして本当に労働者

は雇用契約と販売契約にっいての自由な選択権をもっのか，ということである，

これについてサイモンはコンクリート歩道の例を挙げていたが，その主張が説得

力に乏しいことは前述の通りである27）．これに対してマルクスは，資本主義経済

における労働者は「二重の意味で自由」だと捉えた，すなわち人格的に自由だが，

生産手段からも自由なのであり，だから自分の労働力を資本家に売る以外に生き

るすべがないと見た．っまりふっうの労働者にとって雇い主の権限から逃れる選

択肢などまず存在しない．対照的に，資本家は生産手段・財力を有する．この財

力ゐ非対称性1とマルクスは権痕蘭榛ゐ浪捉をみた．但しプロレタリアが団結する

ならば，資本家の権限を一定限度に制限することは可能だともみた．つまり雇い

主の権限の大きさは労使の力関係で決まる．われわれの分析は，このようにマル

クスの理論に依拠している．日本のように労使の力関係がアンバランスだと，経

営権は肥大化する。他方，労働側に対抗力があれば一定程度に制限される．こう

理解することによってはじめて，労働問題も理解できるようになる．それは肥大
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化した経営権の結果である，経営権が肥大化すると，経営者は所得分配が企業に

有利になるようなルールを設定しようとする．われわれは残業制度を例にとって

これを確認した．むろんそれに限らない．労働側が劣位にあると，たとえば経営

者の配転権は家族を分割しうるまでに拡大し，単身赴任が社会的に広がる．ある

いは人事考課権が拡大し，すなわち対象が組合員にまで及び，考課基準は主観化，

考課結果は非公開となる．この結果として女性や組合活動家に対する賃金・昇進

差別が生まれやすい土壌ができあがる．だから労働問題を防ぐためには，その原

因をなす雇い主の権限を積極的に制限・規制していくことが求められるのであ

る28）

1）　この点については大橋（1990），106～9頁，

2）主としてHart（1995）第1章のモデルに拠っている．

3）　Aにとって制御不可能な要因εとは，本人に責任のない様々なアクシデント，例

　えば他人のミスや，Aの業績を上司が正確に測定することの不可能性などが挙げら

　れる（Milgrom　and　Roberts（1992），訳227頁）。

4）青木・奥野編（1996），100頁．ゲーム理論の交渉プロセスに関する批判的分析に

　っいては，福田（2002）の第2章を参照．

5）　以上の議論においてわれわれは，労働者の効用関数を賃金と努力水準だけからな

　るもっとも単純なものを想定しているが，これで足りる。効用関数をもっと複雑に

　したとしても　（例えば，雇用保障変数を含めるなどしても），労働者が効用最大化

　問題を解いて努力水準をおのれで決定するという議論の本質は何ら変わらない．

6）　ハートの分類で完備契約論に含まれるエージェンシー理論の通説では，情報の非

　対称性がなければ動機づけ問題は消滅するとされる（小田切（2000），299頁），しか

　し契約の時点で労働者のなすべきことが特定されない不完備契約を前提すると，契

　約後にも雇い主がなすべきことが出てくる．その一っがなすべき努力水準の「指

　図」であり，あるいは本稿の範囲を越えるが，指図の実効力を担保する労務管理で

　ある．

7）例えば，自動車をっくるにも，コンベヤーライン方式もあれば，ボルボ方式もあ

　る。

8）議論の単純化のために，労働者は上司の，権限範囲内の指図には従うものと前提

　する．事実それが雇用契約の前提である，しかし，なぜ労働者は雇い主の指図に従

　おうとするのか．この興味ある“服従のパズル”は，一つに解雇の恐怖，もう一つ
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　に労務管理の問題であり，本稿の範囲を越える．P＝Aモデルが注視した出来高給

　も労務管理の一手段をなすが，金銭的動機だけでは不十分なことは，本文で指摘し

　た通りである．

9）　これに対しマルクスは，労働者は労働力の所有者であって労働の所有者ではない

　と指摘した．「労働力の使用価値，っまり労働そのものはその売り手のものではな

　いということは，売られた油の使用価値が油商人のものではないようなものであ

　る」（『資本論』第1巻，原254頁）．これが労働と労働力の区別であり，労働日の長

　さといった労使関係の制度選択を分配（剰余価値率）をめぐる対抗関係の帰結とし

　て捉える彼の理論のキー概念となっている．

10）Hart（1995）の権限関係論の検討は他日を期したい．彼は自分のアプローチが

　「マルクスの理論と共通点がある」と述べており（5頁），その是非を含めて検討す

　る必要があるからである．

11）以下，頁数はSimon（1951）の英文原典による．なおサイモンは結局雇用関係に

　っいてはこれ以上の議論を残さなかった，もっとも，晩年に行った不確実性下にお

　ける組織人の従順性（docility）と利他的行動（altmism）に関する議論などは，

　それはそれとして興味深い主題ではある．（Simon（1996）第2章，（1997）第2章）．

12）以下の記述では小田切（2000），32～35頁が参考になった．また磯谷（2003）も参

　照されたい、

13）　原文は「定理：選好される解の集合はT（κ）を最大にする点伽，ω｝の集合であ

　る」（297頁）というものだが，言葉に直せば，本文のようになる．

14）　パレート効率性を重視する新制度派経済学の方法論にっいては，　Milgrom　and

　Roberts（1992）第2章の「価値最大化原理」を参照されたい，

15）　今日では「決定遅延の利益」より「取引費用の節約」という表現が使われること

　が多い．前者は簡単に後者に言い換えることができる．なぜならWilliamson

　（1975）の第4章が指摘するように，不確実性への対応ということならば「逐次的

　現物契約」（販売契約を繰り返し結び直していく形態の契約）でも対応可能である．

　ところがこれは再契約のたびに，交渉費用や契約記述費用がかかる．だが権限関係

　ならばこうした費用を節約できる．だからどちらで呼んでも大差はない．

16）指揮権1単位ごとに価格がっいていて，それは単位が増すごとに上がる．という

　のは，権限が拡大するごとに労働者の限界努力費用（不効用）は逓増するからであ

　る．おそらくこのように定式化される．

17）　マルクス『資本論』第1巻，原249頁．「商品交換の法則」について詳しくは同部

　分を参照されたい．

18）　中央労働委員会事務局「賃金事情等総合調査　労働時間・休日・休暇調査』．こ

　の調査は資本金5億円以上，従業員1000人以上の企業が対象である．
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19）　徳永編（1985），154頁，山垣（20㎝），210頁。

20）　「労働白書』平成11年版によると，製造業生産労働者の1988年の年間総労働時間

　と所定外労働時間（カッコ内）は，日本2189時間（253時間），ドイッ1618（83），

　その差571（170）に及ぶ．1997年では，日本1983（179），ドイツ1517（68），その

　差466（111）である（参37頁）．

21）協約をもっ組合の割合については労働省『労使関係総合調査』，割増率にっいて

　は中央労働委員会事務局「賃金事情等総合調査』．後者は前述のとおり大企業調査

　である．

22）西谷81頁．なおアメリカの法定害lj増率は50％である（徳永（1994），86頁）．

23）　タイムレコーダー制に対比される方式で，労働者が実働時間を会社所定の用紙に

　自分で記入する制度をいい，過少申告するとサービス残業になる．なぜ労働者が公

　然と過少申告するのかが問題だが，筆者の会社経験からいえば，たとえば1ヶ月当

　たり10時間というように記録できる残業の上限が上司から口頭で指示される．10時

　間というのは会社の予算から逆算されて決まる値である．だから実態を反映してい

　るとは限らない，かかる「自己申告制」問題は，厚生労働省も近年指摘するところ

　である．

24）　日本の長時間残業を「終身雇用」とのバーターとみる見解があるが，日本のほう

　がドイツより雇用保障が強いとは一概にはいえない．　とくに勤続年数や年齢の高い

　労働者にっいてはドイッのほうが安全かもしれない．　ドイッの「解雇制限法」，と

　くに人選における「社会的観点」の必要性にっいては西谷（1992），190頁参照，

25）　ドイツの経営参加制度にっいては苧谷（2001），福田（2002）第2章．

26）　なぜ日本では経営側が優位かという問題は本稿の範囲を越える・一っの原因は

　“パイの論理”と呼ばれる労働組合の戦略と関係する．この点については山垣

　（2000），（2001）．

27）金子（1997）のコース批判（83～87頁）は，コース（及びサイモン）の想定にあ

　る労働者の「独立性」に批判的メスを入れたものである．拙稿を補完する議論とし

　て参照されたい．

28）　従来の見解ではこれは経済効率（両当事者の効用和，社会的効率性）を悪化させ

　ると考えられてきたが，むしろ改善する場合もあるわけである．なぜなら雇い主の

　椹限は経済効率を基準にして決まっているのではなく，雇い主の私的利潤動機が強

　く反映して決まっているのだからである。
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